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研究成果の概要：本研究は製造企業の需給調整組織に関する理論的・実証的調査を実施した。

その結果、需給調整組織に関する企業内の組織的位置づけ・役割・行動・特徴などを明らかに

した。 
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１．研究開始当初の背景 
 本研究の開始当初は、サプライチェーン研
究で進展しつつある需給調整研究に対して
新たに組織的な視点でアプローチすること
を意図して、研究を開始した。流通研究にお
いて、生産と消費の需給整合機能は重要な理
論概念であるが、個別企業における需給調整
研究はそれほど進展していない。たとえば、
ロジスティクス部門とマーケティング部門
の部門間統合がサプライチェーン成果を高
める（Stank et al1999、中野 2005）、環境不
確実な状況下において需要管理能力と機動
生産能力の双方が高い企業はサプライチェ
ーン成果が高い（川上 2003）といった実証

研究が存在したものの、需給調整を専門的に
担当するメーカー内の組織について研究し
たものはほとんど存在しない。そこで、本研
究は需給調整過程における需給調整組織を
対象とした研究を実施しようとした。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は２つある。第１は、需給調
整組織の実態を把握し、その構造的・行動的
側面の特徴を明らかにすることである。第２
は、需給調整組織とサプライチェーン成果と
の関係を把握することである。これら２つの
目的の達成を目指して、研究を進めた。 
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３．研究の方法 
 本研究の研究遂行に当たって、３つの方法
を採用した。それは、①文献展望、②事例研
究、③質問票調査である。 
 
(1)文献展望 

需給調整組織の研究はサプライチェーン
理論・ロジスティクス理論・流通論・生産シ
ステム論・組織論など、多様な理論分野で論
じられる可能性があるため、過去の研究成果
を広く確認しておく必要がある。そのため、
サプライチェーンやロジスティクス理論で
は Supply Chain Management 誌，Journal of 
Business Logistics 誌、流通論・生産システ
ム論では製販統合（生・販統合）論・戦略的
生産システム論・組織論などの文献を調査す
ることで、本研究と関連のある研究成果を抽
出することにした。 
 
(2)事例研究 
 事例調査は、需給調整組織の有無，需給調
整組織の構造や企業内での位置づけ，需給調
整組織の需給調整活動とその効果といった
組織の実態を明らかにするために実施され
た。具体的には①『日経情報ストラテジー』
『Logi-Biz』などの専門雑誌を読み込んでデ
ータを収集すること，②組織構造に関するデ
ータベースを活用し、需給調整組織の存在を
広く確認すること，③需給調整組織が存在す
る企業に対してインタビュー調査を実施す
るという方法を採用した。 
 
(3)質問票調査 
 質問票調査は需給調整組織・機能の実態調
査をおこなうとともに、需給調整組織の有無
によって成果の違いが発生するかどうかを
明らかにするために実施した。この調査の実
施に当たってデータベース構築を行ったが、
サンプリングを実施することが非常に困難
であったため、特定産業のデータベースをも
とに製造企業に対する全数調査を実施した。
また、今回の調査が単なる実態把握のための
調査だけでなく、実証研究への応用を意図し
て、さまざまな先行研究から尺度の収集を行
い、質問票に盛り込むように努めた。 
 
４．研究成果 
(1)文献展望の成果 
 需給調整組織に関する文献展望の結果、以
下の３つが明らかになった。それは、①需給
調整組織の特徴，②流通経路と需給調整組織
との関連性，③需給調整組織研究の方向性で
ある。 
 
①需給調整過程研究から導かれる需給調整
組織の特徴 

需給調整過程の研究の多くは、企業間・企

業内部門間のコミュニケーションに焦点が
当てており、既存研究のなかに需給調整組織
に焦点をあてた研究はほとんど存在しない
ことが明らかになった。しかし、わずかでは
あるが、需給調整組織に関する記述をおこな
った研究は存在した。そうした研究の多くは
主に記述的に需給調整組織の存在とその調
整過程を列挙したものや、事例研究として需
給調整過程を取り上げ、その過程における組
織行動に関する記述が触れられているもの
であった。 
これらの既存研究の整理によって明らか

になったことは、需給調整組織が公式的－非
公式的という形態的特徴で分類できたこと
である。すなわち、企業内に設置された公式
的組織が需給調整を行っているものと、定例
ミーティングなどの非公式的組織で需給調
整を行っているものに分類することができ
たのである。 
一方の公式的な需給調整組織は需給調整

の集権的管理を継続的に実施するとともに、
需給調整について相対的に大きな権限と責
任を負わされている傾向がある。他方の非公
式的な需給調整組織は必要なときに関係者
が集まる組織（会議）であり、不確実性の高
い市場においてアキュレート・レスポンスな
どの手法を駆使して迅速な在庫投資決定を
行うという傾向にある。すべての組織が同様
の特徴を示すわけではないが、公式的な需給
調整組織を採用する企業はリーン・サプライ
チェーンを志向しており、非公式的な需給調
整組織を採用する企業はアジル・サプライチ
ェーンを志向する傾向にあると理解できた。 
 
②流通経路と需給調整組織 
 以上のように企業内部のサプライチェー
ンの志向性にあわせて需給調整組織のタイ
プが分けられるだけでなく、流通経路の特性
によっても需給調整行動のタイプが異なる
と予想された。そこで、企業外部の条件とし
て流通経路の特性（卸売業者による在庫機能
の有無，取引先となる小売業態の特性など）
を取り上げ、それらの条件によって、どのよ
うな需給調整組織・行動が採用されるかにつ
いて検討を行った。 
 分析では、以下の３つのタイプを想定し、
流通経路別の需給調整行動の特性を識別し
た。第１は、流通経路上に卸売業者が存在し、
十分に在庫機能を提供しているタイプであ
る。この場合、様々な小売業態で販売する商
品であっても市場需要の変動が卸売業者で
吸収されるため、メーカーは急激な需要変動
に見舞われる可能性は低い。そのため、公式
的な需給調整組織を設置し、リーンなサプラ
イチェーンを志向すると考えられる。 
 第２は、第１のタイプと対極に位置する。
このタイプは流通経路上に卸売業者がほと



 

 

んど介在せず、メーカーが直接的に小売業者
と取引する流通経路である。例えば小売段階
まで準統合されたチャネルを有するメーカ
ーがこのタイプに該当する。この場合、在庫
期間などの商品特性にもよるが、頻度の高い
需給調整が必要となる。特に、在庫期間の短
い商品であればあるほど、有機的かつ非公式
的な組織構造で迅速な需給調整行動が採ら
れるようになると予想される。当然、迅速な
需給調整行動に併せて、機動的な生産・物流
システムや精度の高い需要対応能力が求め
られるようになるので、アジルなサプライチ
ェーンが志向されることになる。 
 第３は、第１と第２のタイプの中間に位置
する。このタイプは流通経路上に卸売業者が
存在するもののその取引依存度が低い（直取
引が多い）か、通過型在庫を求める卸売業者
との取引依存度が大きいタイプである。例え
ばコンビニやイオンとの直接取引比率が多
いメーカーを想定すると良い。この場合、あ
る程度の需要変動は卸売業者によって吸収
されるものの、卸売業者の在庫機能が限定的
になるので、メーカーは急激な需要変動に見
舞われる可能性が第１と第２のタイプの中
間の程度になる。そうなると、より高頻度の
需給調整行動が必要となるため、需給調整組
織の役割は第１のタイプよりも高まると考
えられるが、第２のタイプほどに緊急性は高
くなく、それほど迅速な意思決定を必要とす
るわけではない。 
 ただし、このタイプは需給調整組織が十分
に機能するだけでなく、需要変動を事前に吸
収する仕組みも必要となる。そのため、需給
調整組織の行動だけではなく、生産システム
あるいは営業組織における需要変動への対
応能力の向上も求められるようになる。 
 以上のような経路構造別の分析を行うと、
需給調整行動の論理的な特徴が明らかにな
る。すなわち、卸売業者の在庫機能への依存
が大きいほどリーン・サプライチェーンを志
向し、需給調整行動が集権的かつ公式的な組
織で行われる傾向にある。他方で、卸売業者
の介在が少なく、直接的に小売店頭の需要変
動を被る企業ほどアジルなサプライチェー
ンを志向し、有機的かつ非公式的な需給調整
組織で需給調整を実施する傾向にある。 
 
③需給調整組織研究の方向性 

以上の研究では、需給調整組織の主に構造
と行動に関する特性を企業内外の条件との
かかわりで理解してきた。それでは、需給調
整組織の企業内行動はどのように把握すれ
ばよいのか。第１は既存理論との接合である。
第２は実際の行動の把握である。 

すでに述べたように、需給調整組織そのも
のの研究は、ほとんど進んでいない。しかし、
需給調整組織と密接に関係する研究はいく

つか存在する。その代表的な研究は需給調整
過程における部門間統合の研究である。例え
ば、需給調整過程における部門間コミュニケ
ーション研究は、独立した部門間で調整する
ことが高い企業成果を生み出すことや，企業
間・部門間コミュニケーションが成立する条
件は何かといった問題について深い考察を
積み重ねていた。 
このような既存研究の分析を重ねた結果、

サプライチェーン・マネジメントをコミュニ
ケーション過程として見なし、その論理を明
らかにする研究を進める必要性を認識する
に至った。このような研究課題の提示は、拙
稿「サプライチェーンのマネジメント」で公
表した。 
第２の研究の方向性は、需給調整組織の行

動に関する実態調査を実施することである。
現状では需給調整組織の実態に関する調査
が不十分なので、より深い理論研究を進める
ためにもヨリ多くのケースを収集・蓄積する
ことが求められるからである。 
本研究課題と非常に近接した論文が存在

した。それは、中野ほか（2007）が花王株式
会社の需給調整会議に関する事例研究を行
ったものであった。こうした組織過程の研究
を参考にすると、需給調整組織そのものの構
造や行動はその深層部まで把握し切れてい
ないことが明らかとなる。そのため、本研究
における事例研究の必要性が高まったとい
える。 
 
(2)事例研究の成果 
以上のような文献展望から、需給調整組織

の実態をより深く捉える必要性が明らかに
なった。そこで、製造業者の需給調整組織の
情報を広く収集するためにデータベースに
よる組織構造の把握を行い、雑誌記事を収集
し、資料の読み込みを行った。 
まずデータベースを用いた研究で明らか

になったことは、①需給調整部（課）などの
名称がつけられた独立組織は非常に少ない
ことが存在していること，②需給調整部（課）
という名称ではないものの、SCM 部・ロジス
ティクス本部などの名称で需給調整組織と
同等の機能を有していると思われる独立組
織が多数存在したことである。これらの発見
事実から、需給調整組織の調査には需給調整
組織の有無を直接的に確認するよりも、需給
調整機能の組織的な位置づけを把握する方
が適切であることが明らかになった。 
続いて、雑誌記事等の資料研究で明らかに

なったことは、重要なものは次の３点である。
すなわち、①公式的な需給調整組織が存在す
るだけでなく、非公式的な需給調整組織（生
販会議，需給調整会議等）が多くの企業で機
能していること，②需給調整機能をうまく活
用した企業は、高いサプライチェーン成果を



 

 

おさめていること，③サプライチェーン成果
の多くは在庫削減と欠品率など既存研究と
の適合性の高い尺度で把握されていること
などである。 

ただし、こうした事例研究を積み重ねたも
のの、文献展望で明らかにしたような諸変数
間の関係や現実的な組織内での機能条件を
十分に明らかにすることはできなかった。た
とえば、どのような条件が需給調整組織の公
式性／非公式性を規定するのか，サプライチ
ェーンのタイプによって需給調整組織の行
動特性は異なるのか，需給調整組織がどの程
度の権限と責任を有しているのか，需給調整
組織と組織能力（機動生産能力や需要管理能
力）の関係はどうなっているのかといった問
題である。そこで、需給調整組織が存在する
企業に対してより深い情報を収集するべく
インタビューを実施し、これらの問題への接
近を試みた。 

インタビュー調査の結果、調査対象企業か
らは、需給調整組織の構造・行動的特徴を明
らかにできた。調査対象企業は、需給調整組
織を機能部門から独立している組織（社長直
属の組織）として設置していた。たとえば、
ある調査対象企業では、①リーン・サプライ
チェーンを志向していること、②社長直属ゆ
えに他部門と比較して需給調整に関する強
い権限と責任を有していること，③需給調整
行動の名目上の目的は販売計画と生産計画
の乖離を調整することであるが、実はその背
後には機動生産能力の低さをカバーするた
めに生産の平準化を実現することが求めら
れていること，④生産の平準化を志向するた
めには、マーケティング・営業部門でも需給
調整組織の決定に従うこと，⑤その結果、企
業全体の在庫削減が実現できることなどが
明らかになった。 

このような複数の調査の結果、第１に需給
調整組織の機能条件が明らかになった。その
成果は以下の通りである。①需要管理能力の
高い企業であるが、機動生産能力が中程度あ
るいは低い企業において需給調整組織が需
要変動のクッションとして有効に機能する。
②この条件に加えて、在庫削減と生産の平準
化を同時に追求する傾向にある企業におい
て有効に機能することも明らかになった。 

第２に、需給調整組織の構造・行動変数と
他の変数との関連性も明らかになった。すな
わち、需給調整組織の構造的特徴は企業トッ
プの関与の程度によって決まる，需給調整行
動と機動生産能力・需要管理能力との密接な
関連があることなどである。また、企業が取
り扱う製品の性質，ブランド・製品ラインの
数，営業・生産部門間関係なども需給調整組
織の構造・行動に影響を及ぼすことも把握で
きた。 

以上のような発見事実にもとづいて、我が

国の需給調整組織の構造と行動を明らかに
することが求められる。 
 
(3)質問票調査の成果 
 質問票調査の実施にあたって、調査サンプ
ルとなるデータベースの構築を行った。これ
までのデータベース研究によって、需給調整
組織が存在する企業は複数把握できている。
そこで、より広範囲に需給調整組織の存在を
確認すべく、企業別組織構造データベースを
使って組織名の検索を実施した。しかしなが
ら、独立して需給調整組織という名前を冠し
た組織構造を採っている企業は非常に少な
い，需給調整組織と同様の機能を持つと思わ
れる組織が存在しても組織の名称が異なる
（需給調整部／SCM 本部／ロジスティクス統
括本部など）といった問題点が存在し、組織
名を鍵とした送付先データベースの構築が
困難であることがわかった。 
 そこで、公式的な需給調整組織が比較的多
く存在する業界である食品業界に焦点を絞
り、組織名に関わらず行動的特徴を把握する
ために需給調整機能に関するアンケート調
査を実施することにした。調査対象企業は
『食品メーカー総覧』データベースに掲載さ
れていた売上高 100億円以上の食品製造企業
（OEM 生産専業メーカー・製造小売業を除く）
314 社である。 
 質問票調査の分析に若干の遅れが出てお
り、現時点では十分な統計的結果が出そろっ
ていない。そのため、質問票調査結果は、分
析結果の出そろった時点で、すみやかに山口
経済学会の学会誌などに公表する予定であ
る。 
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